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第３章 将来の医療需要・病床数の推計 

 

◎この章では、将来（平成３７年（２０２５年））の医療需要及びそれに基づく病床数を推計します。 

 

◎国が地域医療構想に盛り込むことを求めている将来の病床数は、厚生労働省令等で示されている計

算式で算出されたものとされています。厚生労働省が提供した「必要病床数等推計ツール」により

将来の病床数の推計値を算出すると約５，９００床（医療機関所在地ベース）となりますが、これ

は、機械的、画一的に算出されたもので、本県の実情を反映しているかの検証が困難であるほか、

鳥取県の人口減対策やＣＣＲＣの取組などを反映することが出来ていません。従って、鳥取県地域

医療構想では、当該推計値を「国が示す参考値」として扱うこととします。 

 

◎本県では、平成２４年に独自で医療需要、必要病床数の将来推計を行い、「地域医療資源将来予測」

として公表しています。同予測によれば、平均在院日数が変わらないなど現状（平成２２年（２０

１０年）の時点）の医療提供体制が将来も継続することを前提とした現状投影シナリオ（Ａシナリ

オ）においては、平成３７年（２０２５年）の必要病床数（７，２１０床）は現在の病床数（７，

１５２床（平成２８年４月１日現在の開設許可ベース））とほぼ同じ結果となっています。一方で、

平均在院日数の短縮により、急性期から回復期等へ、また、回復期等から介護施設・居宅等へ移行

していくと仮定した改革シナリオ（Ｂシナリオ）では、平成３７年（２０２５年）の必要病床数は

約６，０００床となっており、国が示す参考値に近いものとなっています。 

 

◎本県では将来の医療提供体制として、「必要な医療を適切な場所で提供できる体制の整備」、「希望

すれば在宅で療養できる地域づくり」を目指しており、そのためにも「病床の機能の分化及び連携」、

「在宅医療等の提供体制の整備」を進めることは重要で、国が示す参考値は、その方向性を指し示

すものとして捉えることもできます。これらの方向性に沿った、各医療機関の自主的で様々な取組

によって、将来の病床数が結果として国が示す参考値に近づいていく可能性はあるものと考えられ

ます。 

 

１ 「必要病床数等推計ツール」による医療需要の推計 

（１）将来の医療需要の推計について 

○地域医療構想の策定に当たっては、医療法第３０条の４第５項の規定により、医療需要（一般病

床及び療養病床の入院患者並びに在宅医療等を必要とする患者の１日当たりの数）の動向見通し

を勘案することとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

    

     （注）病床機能報告（第６章を参照。）を示す。 

 

○ガイドラインによれば、平成３７年（２０２５年）における病床の機能区分ごとの医療需要は、

構想区域ごとの基礎データを厚生労働省が示し、これを基に都道府県が構想区域ごとに推計する

こととなっています。 

 

○高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能の医療需要については、平成２５年度（２０１３年

度）のＮＤＢのレセプトデータ及びＤＰＣデータに基づき、患者住所地別に配分した上で、当該

構想区域ごと、性・年齢階級別の年間入院患者延べ数（人）を３６５（日）で除して１日当たり

【医療法（抜粋）】 

第３０条の４ 略 

５ 都道府県は、地域医療構想に関する事項を定めるに当たっては、第３０条の１３第１

項の規定による報告（注）の内容並びに人口構造の変化の見通しその他の医療の需要の動

向並びに医療従事者及び医療提供施設の配置の状況の見通しその他の事情を勘案しな

ければならない。 
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入院患者延べ数を求め、これを性・年齢階級別の人口で除して入院受療率としています。この性・

年齢階級別入院受療率を病床の機能区分ごとに算定し、当該構想区域の平成３７年（２０２５年）

における性・年齢階級別人口を乗じたものを総和することによって将来の医療需要を推計するこ

ととなっています。 

 

○なお、平成３７年（２０２５年）の性・年齢階級別人口については、国立社会保障・人口問題研

究所「日本の地域別将来推計人口（平成２５（２０１３）年３月中位推計）」を用いることとな

っています。 

＜平成３７年（２０２５年）の病床の機能区分ごとの医療需要の推計方法＞ 

構想区域の平成３７年（２０２５年）の医療需要 ＝ 

〔当該構想区域の平成２５年度（２０１３年度）の性・年齢階級別の入院受療率 × 

  当該構想区域の平成３７年（２０２５年）の性・年齢階級別推計人口〕を総和したもの 

 

○慢性期機能の医療需要については，全国の入院受療率に地域差が生じていることから、この差を

一定の幅の中で縮小させることとなっています。 

 

 

（２）各医療機能、在宅医療等の医療需要の推計の考え方 

ア 高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能の医療需要の推計の考え方 

○高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能の医療需要については、一般病床の患者のＮＤＢ

のレセプトデータやＤＰＣデータを分析することとされています。 

 

○具体的には、患者に対して行われた医療の内容に着目することで、患者の状態や診療の実態を

勘案した推計になると考え、患者に対して行われた診療行為を診療報酬の出来高点数で換算し

た値（以下「医療資源投入量」といいます。）で分析しています。その際、看護体制等を反映

する入院基本料を含めた場合、同じような診療行為を行った場合でも医療資源投入量に差が出

ることから、推計における医療資源投入量に入院基本料相当分は含みません。したがって、推

計における医療資源投入量は、患者の１日当たりの診療報酬の出来高点数の合計から入院基本

料相当分・リハビリテーション料の一部を除いたものとなっています。 

 

○高度急性期機能及び急性期機能については、まず、ＤＰＣデータの分析による医療資源投入量

と入院日数との関係を見てみると、入院日数の経過につれて、医療資源投入量が逓減していく

傾向があります。この医療資源投入量の逓減の傾向を踏まえ、入院から医療資源投入量が落ち

着く段階までの患者数を高度急性期機能及び急性期機能で対応する患者数とし、急性期機能と

回復期機能とを区分する境界点（Ｃ２）を６００点として推計しています。 

 

○高度急性期機能では、医療資源投入量が特に高い段階の患者を対応することとしており、高度

急性期機能と急性期機能とを区分する境界点（Ｃ１）を３，０００点としています。 

 

○回復期機能については、在宅等においても実施できる医療やリハビリテーションに相当する医

療資源投入量として見込まれる２２５点を境界点（Ｃ３）とした上で、在宅復帰に向けた調整

を要する幅を更に見込み１７５点で区分して推計するとともに、回復期リハビリテーション病

棟入院料を算定した患者数（一般病床だけでなく療養病床の患者も含みます。）を加えた数を、

回復期機能で対応する患者数としています。なお、１７５点未満の患者数については、慢性期

機能及び在宅医療等の患者数として一体的に推計しています。 
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＜高度急性期機能、急性期機能、回復期機能の医療需要の推計イメージ（ガイドラインより）＞ 

 
 

※在宅復帰に向けた調整を要する幅を見込み１７５点で区分して推計。なお、１７５点未満の患者数に

ついては、慢性期機能及び在宅医療等の患者数として一体的に推計。 

 

 

＜病床の機能別分類の境界点の考え方（ガイドラインより）＞ 

 

※在宅復帰に向けた調整を要する幅を見込み１７５点で区分して推計。なお、１７５点未満の患者数に

ついては、慢性期機能及び在宅医療等の患者数として一体的に推計。 
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イ 慢性期機能の医療需要の推計の考え方 

○療養病床については、主に慢性期機能を担っていますが、現在、報酬が包括算定であるために、

一般病床のように医療資源投入量に基づく分析を行うことは難しく、また、地域によって、在

宅医療の充実状況や介護施設等の整備状況なども異なっている中で、療養病床数には大きな地

域差があります。このため、慢性期機能の推計においては、医療資源投入量を用いず、慢性期

機能の中に在宅医療等で対応することが可能と考えられる患者数を一定数見込むという前提

に立った上で、療養病床の入院受療率の地域差を縮小するよう地域が一定の幅の中で目標を設

定することで、これに相当する分の患者数を推計しています。 

 

○具体的には、平成２５年度（２０１３年度）のＮＤＢのレセプトデータによる療養病床の入院

患者数のうち医療区分１の患者の７０％を在宅医療等で対応する患者数として見込んでいま

す。また、その他の入院患者数については、入院受療率の地域差を解消していくこととしなが

ら、入院受療率を平成３７年（２０２５年）における性・年齢階級別人口に乗じて慢性期機能

の医療需要を推計しています。 

 

○療養病床の入院受療率の地域差の解消については、ガイドラインによれば、構想区域ごとに、

以下のパターンＡからパターンＢの範囲内で定めることとされています。 

    パターンＡ：全ての構想区域の入院受療率を全国最小値（県単位で比較した場合の値（以下

「県単位」といいます。））にまで低下させます。ただし、受療率が全国最小値

（県単位）未満の構想区域については、平成２５年（２０１３年）の受療率を

用いて推計することとなっています。 

    パターンＢ：構想区域ごとに入院受療率と全国最小値（県単位）との差を一定割合解消させ

ることとしますが、その割合については全国最大値（県単位）が全国中央値（県

単位）にまで低下する割合を一律に用いています。ただし、受療率が全国最小

値（県単位）未満の構想区域については、平成２５年（２０１３年）の受療率

を用いて推計することとなっています。 

＜入院受療率の地域差の解消のイメージ（ガイドラインより）＞  

（パターンＡ） 

 

（パターンＢ） 

 

＜備考＞入院受療率の目標に関する特例について 

介護施設や高齢者住宅を含めた在宅医療等での対応が着実に進められるよう、「パタ

ーンＢにより入院受療率の目標を定めた場合における当該構想区域の慢性期病床の減

少率が全国中央値よりも大きい。」かつ「当該構想区域の高齢者単身世帯割合が全国平

均よりも大きい。」の要件に該当する構想区域については、特例として、入院受療率の

目標の達成年次を平成３７年（２０２５ 年）から平成４２ 年（２０３０年）とするこ

とができますが、本県では、いずれの構想区域も要件を満たさないことから特例の対象

とならないため、適用できません。 

   

 ○なお、一般病床の患者であっても、障害者・難病患者（障害者施設等入院基本料、特殊疾患病

棟入院基本料及び特殊疾患入院医療管理料を算定している患者）については、慢性期機能の医

療需要とみなしています。 
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ウ 在宅医療等の医療需要の推計の考え方 

○ガイドラインでは、医療資源投入量が１７５点未満の患者数については慢性期機能及び在宅医

療等の患者数として一体的に推計するなどとされていますが、在宅医療等の医療需要について

は、次に掲げる数を合計して推計しています。 

    ①慢性期入院患者のうち当該構想区域に住所を有する者であって、医療区分１である患者の数

の７０％に相当する数。 

②慢性期入院患者のうち当該構想区域に住所を有する者であって、入院受療率の地域差を解消

していくことで在宅医療等の医療需要として推計する患者の数（①に掲げる数を除きます。）。 

③医療資源投入量が２２５点未満の医療を受ける入院患者のうち当該構想区域に住所を有す

る者の数から、当該数のうち以下の数を控除して得た数。 

 在宅復帰に向けて調整を要する者（医療資源投入量１７５点以上２２５点未満） 

 回復期リハビリテーション病棟入院料を算定する入院患者 

 リハビリテーションを受ける入院患者であってリハビリテーション料を加えた医療資

源投入量が１７５点以上となる医療を受ける者 

④当該構想区域の平成３７年（２０２５年）における性別及び年齢階級別人口に当該構想区域

の訪問診療患者に係る性別及び年齢階級別受療率（在宅患者訪問診療料を算定する患者のう

ち当該構想区域に住所を有する者の性別及び年齢階級別の数に当該構想区域の性別及び年

齢階級別人口で除して得た数）を乗じて得た数の合計数。 

⑤当該構想区域の平成３７年（２０２５年）における性別及び年齢階級別人口に当該構想区域

の介護老人保健施設入所者に係る性別及び年齢階級別入所需要率（介護老人保健施設の施設

サービス利用者のうち当該構想区域に住所を有する者の性別及び年齢階級別の数に当該構

想区域の性別及び年齢階級別人口で除して得た数）を乗じ得て得た数の合計数。 

 

＜慢性期機能及び在宅医療等の医療需要のイメージ※（ガイドラインより）＞ 

 
   

※このイメージ図では将来の人口構成の変化を考慮していない。実際には、地域における将来
の人口構成によって幅の変化が起こる。 

 
※※在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホ

ーム、介護老人保健施設、その他医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であって、
現在の病院・診療所以外の場所において提供される医療を指し、現在の療養病床以外でも対応
可能な患者の受け皿となることも想定。 

 

※※ 
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（３）厚生労働省の「必要病床数等推計ツール」を使った鳥取県の将来の医療需要の推計値 

○ガイドラインによれば、「限られた医療資源の中で住民が安心して地域医療を受けるためには、

在宅医療等の整備が先行した上で、慢性期機能の必要病床数に係る目標に向けた取組が不可欠で

ある。」とあり、また、本県のいずれの構想区域においても将来の在宅医療等の必要量の確保が

懸念されていることから、本県の慢性期機能の医療需要は、東部、中部及び西部の全ての構想区

域においても、厚生労働省が示す計算式上では、在宅医療等への移行が最も緩やかなパターンＢ

（（２）の②の図「地域の実情に応じた慢性期機能の医療需要推計の考え方（ガイドラインより）」

のパターンＢの図を参照。）により将来の医療需要を推計することが適当と考えられます。 

＜「必要病床数等推計ツール」による鳥取県の医療需要の推計＞ 

（単位：人／日）  

構想

区域 
医療機能 

医療需要の推計値 

平成２５年 

（２０１３年） 

平成３７年（２０２５年） 

医療機関所在地 

ベース 

患者住所地 

ベース 

東部 

高度急性期 １５８．２  １６３．１  １５６．１  

急性期 ５４７．３  ５７７．０  ５５５．２  

回復期 ５８２．３  ６２９．１  ６１０．６  

慢性期 ７０５．２  ５３９．０  ４８０．６  

小計 １，９９３．０  １，９０８．１  １，８０２．５  

在宅医療等 ２，８００．５  ３，３７９．８  ３，３８５．８  

計（小計＋在宅医療等） ４，７９３．５  ５，２８７．９  ５，１８８．４  

中部 

高度急性期 ６２．１  ６１．８  ７９．９  

急性期 ３０８．９  ３１３．５  ３２６．３  

回復期 ３９２．９  ４０３．５  ４０３．９  

慢性期 ２３１．４  ２０５．５  ２０５．９  

小計 ９９５．３  ９８４．３  １，０１６．０  

在宅医療等 １，３７７．５  １，４８９．０  １，４３３．９  

計（小計＋在宅医療等） ２，３７２．８  ２，４７３．３  ２，４５０．０  

西部 

高度急性期 ２１４．９  ２１１．１  １６８．７  

急性期 ６４５．７  ６８４．０  ５９９．０  

回復期 ８１２．２  ８９０．０  ７８９．９  

慢性期 ３２６．２  ３１９．１  ３５１．３  

小計 １，９９９．１  ２，１０４．２  １，９０８．９  

在宅医療等 ３，３９９．４  ４，０４４．６  ３，９５８．４  

計（小計＋在宅医療等） ５，３９８．５  ６，１４８．９  ５，８６７．４  

県計 

高度急性期 ４３５．２  ４３６．１  ４０４．７  

急性期 １，５０１．９  １，５７４．４  １，４８０．５  

回復期 １，７８７．５  １，９２２．６  １，８０４．５  

慢性期 １，２６２．９  １，０６３．６  １，０３７．８  

小計 ４，９８７．４  ４，９９６．７  ４，７２７．５  

在宅医療等 ７，５７７．４  ８，９１３．４  ８，７７８．２  

計（小計＋在宅医療等） １２，５６４．８  １３，９１０．１  １３，５０５．７  

（注）「医療機関所在地ベース」の推計は、県内の医療機関が受け入れる患者（住所地が県内外であることを問わな

い。）の数の推計であり、「患者住所地ベース」の推計は、県内に住所地のある患者の数の推計。【再掲】 

○将来のあるべき医療提供体制は、地域完結型の医療提供体制を目指せば、患者住所地ベースの医

療需要に基づき確保することが適当と考えられますが、現実には、構想区域間、又は他県からの

患者の流出入が存在し、将来も続くことが想定されます。このため、本県では、いずれの構想区

域、医療機能についても医療機関所在地ベースを基にした医療需要の推計を採用し、将来の病床
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数の推計も、これによることが適当と判断しています。 

＜備 考＞医療需要の都道府県間調整について 

（１）都道府県間調整の趣旨 

地域医療構想では構想区域毎の医療機能別の医療需要を基に将来の病床数を推計し

ますが、都道府県間を含む構想区域間の入院患者の流出入の状況を踏まえ、病床数の

増減を見込む必要があります。 

その際、構想区域の将来の医療提供体制を踏まえた上で、構想区域間の入院患者の

流出入の数ができる限り双方で一致することを原則に、病床数の増減を調整すること

が求められています。 

（２）都道府県間調整のルール 

   厚生労働省の通知により、各構想区域の将来の病床数は、患者住所地ベースの医療

需要を基本とする一方で、医療機関所在地ベースの医療提供体制（現行体制）を維持

したいと考える都道府県は、流入元の都道府県に対して、協議を持ちかけることがで

き、合意に至らない場合は、双方、医療機関所在地ベースで将来の病床数を推計する

こととなっています（ただし、１日当たりの入院患者数が１０人未満の流出入（厚生

労働省から提供されたデータでは非公表となっている部分）については、協議の対象

外とし、流出先の医療需要として算定することとなっています。）。 

（３）本県の対応 

協議が必要な都道府県（構想区域）（鳥取県の構想区域からの入院患者の流出入が１

日当たり１０人以上の区域）は、以下のとおりです。   

・兵庫県・但馬区域……いずれの医療機能においても、本県東部区域への流入が超

過。 

・島根県・松江区域……高度急性期、急性期及び回復期機能において、本県西部区

域への流入が超過。慢性期機能については、西部からの流

出が超過。 

 

   兵庫県及び島根県との協議の結果、いずれの構想区域、医療機能についても、医療

機関所在地ベースの医療需要で将来の病床数を推計することとなりました。 

（単位：人／日）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二次 

医療圏 
医療機能 

流出入調整の対象 

他都道府県への流出 

（調整対象となる医療需

要） 

他都道府県からの流入 

（調整の対象となる医療需要） 

流出数 流出先 流入数 流入元 

3101: 

東部 

高度急性期     11.9  但馬 

急性期     33.3  但馬 

回復期     34.5  但馬 

慢性期     21.7  但馬 

3103: 

西部 

高度急性期     21.2  松江 

急性期     51.1  松江 

回復期     60.7  松江 

慢性期 22.7  松江 15.8  松江 

いずれの区分も、流出数が

１０未満であるため非表

示とされている。 

⇒流出先の医療需要とし

てみなす。 

島根県との協議の結果、それぞれ、流

出先の医療需要（医療機関所在地ベー

スの医療需要）とみなす。 

兵庫県、島根県との協議の結果、鳥取県の医療

需要（医療機関所在地ベースの医療需要）と見

なす。 
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２ 「必要病床数等推計ツール」による本県の将来の病床数の推計 

（１）本県の将来の病床数の推計 

○ガイドラインによれば、平成３７年（２０２５年）における病床数の必要量は、医療需要を病床

稼働率（高度急性期７５％、急性期７８％、回復期９０％、慢性期９２％）で割り戻して求める

こととなっており、その結果は、以下の表のとおりです。 

   ＜「必要病床数等推計ツール」による鳥取県の将来の病床数の推計 

（医療機関所在地ベース）＞ 

（単位：床） 

区域 医療機能 
将来の病床数（参考値） 

（平成３７年（２０２５年）） 

【参考】現在の病床数 

（平成２８年４月１日現在） 

東部 

 

 

 

 

高度急性期 ２１８  

急性期 ７４０ 

回復期 ６９９ 

慢性期 ５８６ 

計 ２，２４３ ２，７８３ 

中部 

 

 

 

 

高度急性期 ８３  

急性期 ４０２ 

回復期 ４４９ 

慢性期 ２２４ 

計 １，１５８ １，３３１ 

西部 

 

 

 

 

高度急性期 ２８２  

急性期 ８７７ 

回復期 ９８９ 

慢性期 ３４７ 

計 ２，４９５ ３，０３８ 

県計 

 

 

 

 

高度急性期 ５８３  

急性期 ２，０１９ 

回復期 ２，１３７ 

慢性期 １，１５７ 

計 ５，８９６ ７，１５２ 

 （注）上記表中「【参考】現在の病床数（平成２８年４月１日現在）」欄の病床数は、開設許可ベースに 

よるもの。 

 

○上記の表によれば、本県の平成３７年（２０２５年）の病床数は、５，８９６床と推計されます

が、この推計値は、 

 厚生労働省令等で示されている計算式により算出される数値であり、いずれの構想区域でも

同一の病床稼働率を用い、また、療養病床の入院患者のうち医療区分１の患者の７０％を全

国一律で在宅医療等で対応する患者として見込むなど、個々の地域の実情に応じた推計にな

っていないこと。 

 推計に用いる入院受療率が平成２５年度（２０１３年度）の単年度のＮＤＢのレセプトデー

タやＤＰＣデータに基づくもので、過去の推移が勘案されておらず、また、将来も変動の見

込みがあること。 

 推計に用いる将来推計人口（平成３７年（２０２５年）の性・年齢階級別人口）が、国立社

会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成２５年（２０１３年）３月中

位推計）」となっており、各県の裁量が認められない（「鳥取県元気づくり総合戦略」で進め

る人口減対策やＣＣＲＣの実現に向けた施策などによる成果が反映できない）こと。 

などから、前述のとおり、「国が示す参考値」として扱います。 
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（２）「必要病床数等推計ツール」で示される将来の医療提供体制を実現しようとする場合の課題 

  ○「必要病床数等推計ツール」では、一般病床の入院患者のうち医療資源投入量が１７５点未満の

患者が在宅医療等の患者とみなされたり、慢性期の医療需要については、医療療養病床の患者の

うちの医療区分１の７０％の患者が除かれることなどから、同ツールで現状（２０１３年度）の

医療需要として推計される１日当たりの入院患者数と在宅医療等の患者数は、それぞれ、実際の

患者数とは乖離していることが想定されます。 

 

  ○このため、現状（２０１３年度）の一般病床及び療養病床の実際の稼働状況を参考にして県全体

の両病床の入院患者数を改めて試算したところ約６，２００人／日（注１）となり、「必要病床数等

推計ツール」による医療需要の推計値よりも実際は約１，３００人／日も入院患者は多いものと

試算（注２）されます。その結果、現状（２０１３年度）の自宅・介護施設等で療養している患者

数は、約６，３００人／日（注３）と試算されます。 

 

○将来（２０２５年）の在宅医療等の医療需要について、「必要病床数等推計ツール」では、県全

体の推計値は８，９１３．４人／日となっており、現状（２０１３年度）から１０年余りで約１，

３００人／日（注４）増加するものと推計されています。…（ア） 

しかし、同ツールによる推計では、前述のとおり、入院患者の一部が在宅医療等の患者とみなさ

れているので、仮に同ツールによる病床数の推計値を将来（２０２５年）の病床数の目標値とす

るのであれば、実際には、約２，６００人／日（注５）もの在宅医療等の患者の増加に対応しなけ

ればならなくなるものと想定されます。…（イ） 

 

○なお、（ア）の約１，３００人／日の増加分は、高齢化の進展に起因するものと推測され（注６）、

また、当該増加分の一部は介護保険施設等での対応もあり得るものと想定される（注７）ことから、

自宅での療養については、高齢化に伴い少なくとも約１，０００人／日程度の増加に対応できる

体制を作ることが必要と考えられます。…（ウ） 

     

○（イ）の約２，６００人／日の増加分と（ア）の高齢化の進展に起因すると推測される増加分と

の差である約１，３００人／日（注８）が、国の推計どおりに病床数が推移した場合に、当該推移

に起因して生じる在宅医療等の患者の増加分です。…（エ） 

この分については、医療機関の自主的な取組の推進状況により変動する可能性がありますので、

将来この分の在宅医療等の患者が発生するか不明です。仮に、現行の病床数が維持されるのであ

れば、この分の在宅医療等の患者数の増加は発生しません。 

 

○こういった状況を踏まえると、将来（２０２５年）に向けて、少なくとも約１，０００人／日の

自宅での療養患者の増加に対応した医療提供体制の整備が必要（（ウ）を参照。）ですが、更に約

１，３００人／日程度の増加幅（（エ）を参照。）を加えて最大２，３００人／日程度までの自宅

での療養患者の増加に備えた体制の整備にも配慮が必要と考えられます。 

 

○近年、県内では、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、在宅患者訪問薬剤管理指導届出

薬局などが増え、県内の在宅医療等を提供する体制はある程度進んできています。 

 

○一人の訪問看護師が担当できる患者数は１０人程度と言われていますので、今後１，０００人か

ら２，３００人程度増える自宅での療養患者の増加を訪問看護師の増員でカバーしようとする場

合は、将来（２０２５年）に向けて、毎年１０人から２０人程度訪問看護師を増やしていく必要

があります。現在も既に、入院中から在宅生活を意識した新卒看護師等の育成や病院勤務の看護

師が訪問看護に参入しやすくするため育成プログラムの実施など、訪問看護師の養成・確保、病

院勤務からの転換促進の取組を進めています。 

 

○在宅療養支援診療所や在宅療養支援病院が受け持つことが可能な患者数は、全国状況を勘案する

と、１箇所当たりで数十人程度と見込まれることから、今後の在宅医療等の医療需要の増加を在
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宅療養支援診療所や在宅療養支援病院で対応しようとすれば、これらの医療機関を毎年数箇所程

度増やし続けていく必要があります。 

 

○いずれにせよ、在宅医療等の充実は不可欠であり、本県の将来の医療提供体制の構築は、｢必要

病床数等推計ツール｣で推計される将来の病床数に捉わられるのではありませんが、医療機関の

自主的な取組を基本としつつ、今後増加する在宅医療等の医療需要へ対応していくことが重要と

考えられます。 

 

 

 

 

＜現状及び将来の入院患者数及び在宅等での療養患者数の試算＞ 
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（注１）現状（２０１３年度）の一般・療養病床の１日当たり入院患者数の独自の試算値は、以下のとおり算出。 

５，６４２床（厚生労働省「医療施設調査（平成２５年）」による県内の一般病床数） 

×８３．３％（厚生労働省「病院報告（平成２５年）」よる鳥取県の一般病床の稼働率） 

＋１，８００床（厚生労働省「医療施設調査（平成２５年）」による県内の療養病床数） 

×８５．６％（厚生労働省「病院報告（平成２５年）」よる鳥取県の療養病床の稼働率） 

               ＝６，２４２．１人／日 ≒ 約６，２００人／日 

（注２）現状（２０１３年度）の一般・療養病床の１日当たり入院患者数に関する独自の試算値と「必要病床数

等推計ツール」による推計値の差は、以下のとおり算出。 

６，２４２．１人／日（≒約６，２００人／日。（注１）の試算値。） 

－４，９８７．４人／日（「必要病床数等推計ツール」による現状（２０１３年度）の本県の一般病

床及び療養病床の入院に係る医療需要の計） 

＝１，２５４．７人／日（≒約１，３００人／日） 

（注３）現状（２０１３年度）の自宅・介護施設等で療養している患者数の試算値は、以下のとおり算出。 

１２，５６４．８人／日（「必要病床数等推計ツール」による現状（２０１３年度）の本県の医療需要

の計） 

      －６，２４２．１人／日（≒約６，２００人／日。（注１）の試算値。） 

 ＝６，３２２．７人／日（≒約６，３００人／日） 

（注４）「必要病床数等推計ツール」による在宅医療等の医療需要の増加の推計値は、以下のとおり算出。 

８，９１３．４人／日（２０２５年）－７，５７７．４人／日（２０１３年度） 

＝１，３３６．０人／日（≒約１，３００人／日） 

（注５）在宅医療等の１日当たり患者数の実際の増加数の試算値は、以下のとおり算出。 

     ８，９１３．４人／日（「必要病床数等推計ツール」による２０２５年の在宅医療等の医療需要） 

－６，３２２．７人／日（≒約６，３００人／日。（注３）の試算値。） 

＝２，５９０．７人／日（≒約２，６００人／日） 

（注６）「必要病床数等推計ツール」では、１日当たりの入院患者数は２０１３年度の４，９８７．４人／日に対

して２０２５年は４，９９６．７人／日とほとんど変動していないことから、同ツールの推計上での入院

に係る医療需要の変動はほぼ無いものと考えられるため、（注４）の在宅医療等の１日当たりの患者数の増

加は、高齢化の進展に起因するものと推測。 

（注７）現在の鳥取県介護保険事業支援計画（第６期）では、平成２９年度末までの計画期間中に整備する介護

施設の定員数の目標値は、認知症高齢者グループホームが１３６人、特別養護老人ホーム（地域密着型）

が２９人及び有料老人ホーム（介護型・地域密着型）が１０５人となっている（計２７０人分）。また、平

成２９年度末で廃止される介護療養病床についても、それに替わる新たな施設類型（医療機能を内包した

施設系サービスや居住スペースと医療機関の併設）を現在国の方で検討中。 

（注８）「必要病床数等推計ツール」での推計どおりに病床数が推移した場合に、当該推移に起因して生じる在宅

医療等の１日当たり患者数の増加の試算値は、以下のとおり算出。 

     ２，５９０．７人／日（≒約２，６００人／日。（注５の試算値）） 

－１，３３６．０人／日（≒約１，３００人／日。（注４）の推計値。） 

＝１，２５４．７人／日（≒約１，３００人／日。（注２）の推計値に同じ。） 

（注９）厚生労働省「平成２５年介護サービス施設・事業所調査」によれば、平成２５年９月末現在の本県の介

護老人保健施設の在所者数は２，７０４人となっており、第５期の「鳥取県介護保険事業支援計画」（平成

２４年度～平成２６年度）の期末（平成２６年度末）における整備量（定員数）が３，１１７人であるこ

とも勘案し、現状（２０１３年度）の介護老人保健施設の入所者数を約３，０００人／日と想定。 
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＜鳥取県介護保険事業支援計画の第５期末の整備量及び第６期中の整備計画（目標数）＞ 

 
（注）状況等の変化により、上記以外に第６期計画期間中に施設整備が必要になる場合にあっては、

関係市町村とも協議した上で柔軟に対応していく予定。 

   

 

＜近年の県内の主な在宅医療等の提供施設等の充実状況＞ 

・在宅療養支援診療所：６２箇所（Ｈ２４．８．１現在）→７７箇所（Ｈ２８．５．１現在） 

・在宅療養支援病院：２箇所（Ｈ２４．８．１現在）→４箇所Ｈ２８．５．１現在） 

・訪問看護事業所：１７２箇所（Ｈ２４．６．１現在）→１７０箇所（Ｈ２８．６．１現在） 

（上記のうち訪問看護ステーション：４０箇所（Ｈ２４．１０．１現在） 

→５６箇所（Ｈ２８．４．１現在）） 

・訪問看護ステーションに勤務する看護師：１４８人（Ｈ２４．１２末現在） 

→２０１人（Ｈ２６．１２末現在） 

・在宅患者訪問薬剤管理指導届出薬局：２３６箇所（Ｈ２４．８．１現在） 

→２４８箇所（Ｈ２８．５．１現在） 

（注）在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院及び在宅患者訪問薬剤管理指導届出薬局の箇所数は中国四国厚

生局への施設基準の届出受理状況、訪問看護事業所、訪問看護ステーション及び訪問リハビリテーション

の箇所数は鳥取県長寿社会課調べ、訪問看護ステーションに勤務する看護数は鳥取県医療政策課調べによ

る。 

 

（単位：定員数・人）

第６期中

H27年度末 H28年度末 H29年度末 整 備 数

3,027 3,027 3,027 3,027 0

東部圏域 1,344 1,344 1,344 1,344 0

中部圏域 554 554 554 554 0

西部圏域 1,129 1,129 1,129 1,129 0

3,117 3,117 3,117 3,117 0

東部圏域 961 961 961 961 0

中部圏域 677 677 677 677 0

西部圏域 1,479 1,479 1,479 1,479 0

269 269 269 269 0

（介護療養病床） 東部圏域 205 205 205 205 0

中部圏域 7 7 7 7 0

西部圏域 57 57 57 57 0

490 490 490 490 0

東部圏域 80 80 80 80 0

中部圏域 0 0 0 0 0

西部圏域 410 410 410 410 0

1,239 1,239 1,357 1,375 136

東部圏域 279 279 315 315 36

中部圏域 437 437 455 473 36

西部圏域 523 523 587 587 64

165 165 194 194 29

東部圏域 68 68 68 68 0

中部圏域 0 0 0 0 0

西部圏域 97 97 126 126 29

20 125 125 125 105

東部圏域 20 125 125 125 105

中部圏域 0 0 0 0 0

西部圏域 0 0 0 0 0

有料老人ホーム［介護型・広域型］

認知症高齢者グループホーム

特別養護老人ホーム［地域密着型］

有料老人ホーム［介護型・地域密着型］

区　　　　　分
H26年度末
(第５期末)

第６期

特別養護老人ホーム［広域型］

介護老人保健施設

介護療養型医療施設
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 ＜全国の在宅療養支援診療所・病院の担当患者数の推移（平成２４年７月１日時点）＞ 

 

出典：厚生労働省保険局医療課調べ（「平成２６年１０月１５日第８２回社会保障審議会医療保険部      

会」資料より抜粋したものであり、平成２５年６月１２日中央社会保険医療協議会提出資料を基

に作成されたもの。） 
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〔参 考〕鳥取県で独自に実施した医療需要、病床数の将来推計について 

 

（１）「地域医療資将来予測」について 

○鳥取県の将来の人口減や高齢化による疾病構造の変化、医師・看護師の不足など医療を取り巻く

環境は急速に変化しつつあることから、本県の医療の現状を分析するとともに、将来の患者の動

向、医師数等の地域医療資源の将来予測をし、持続可能な医療提供体制の構築に向けての検討・

立案を行う際の参考とすることを目的として、平成２４年２月に本県独自に「地域医療資源将来

予測」をとりまとめています。 

 

（２）「地域医療資将来予測」の内容 

ア 調査の検討経過 

   ○基礎的資料収集・加工等は外部委託により行い、医師会、県内医療機関の代表等で構成され本

県の医療提供体制等について検討する鳥取県地域医療対策協議会及び関係者の皆様からご意

見をいただきながら取りまとめを行いました。 

    （鳥取県地域医療対策協議会） 

平成２２年１０月 ５日  検討開始 

    平成２３年 ２月 １日  中間報告 

    平成２３年 ３月 １日  中間報告での意見等について報告 

  平成２３年 ８月 ２日  最終案について協議 

    平成２４年 １月３１日  最終調査結果の取りまとめ 

 

イ 将来予測の項目 

   ○平成２２年（２０１０年）を起点として、５年後の平成２７年（２０１５年）、１０年後の平

成３２年（２０２０年）、２０年後の平成４２年（２０３０年）、３０年後の平成５２年（２０

４０年）の医療資源の需要（必要病床数、必要医師数、必要看護職員数）と供給（医師数、看

護職員数）を推計しています。 

 

ウ 将来推計 

○以下の２パターンにより推計しています。 

①現状投影シナリオ 

（Ａシナリオ） 

医療提供体制が現状のまま推移し、平均在院日数等が現状と変わら

ないという仮定による推計 

②改革シナリオ 

（Ｂシナリオ） 

現在進みつつある平均在院日数短縮のトレンドを考慮したもので、

急性期医療への医療資源の重点投入による医療資源の最適配分化と

効率化が相当程度進むという仮定による推計 
 

 ○将来の医療需要、医療資源の推計に当たって必要な人口の将来推計は、国立社会保障・人口問

題研究所による推計を用いています。 

 

エ 推計結果 

〇Ａシナリオでは、人口減少が続くものの高齢化の進展（高齢者は医療機関を受診する割合が高

い）により平成３２年（２０３０年）頃までは医療需要が伸び、病床数、医師数、看護職員数

は現状よりも多く必要とされます。供給面をみると、医師数については低位推計では必要数を

将来にわたって大幅に下回るとともに、５０歳未満の医師も減少することが予測されます。 
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〇Ｂシナリオでは、いずれの時期も急性期・長期療養の必要な病床数は起点（平成２２年（２０

１０年））を下回りますが、亜急性期・回復期の病床数は起点を上回ります。また、いずれの

時期も、必要な医師数は起点を下回りますが、必要な看護職員数は起点を大幅に上回ります。 
 

 Ａシナリオ Ｂシナリオ 

 

 

入

院

患

者

数 

  

 

 

病 

床 

数 

 

 ＊２０２５年の病床数：７，２１０床 

 

 ＊２０２５年の病床数：６，０２８床 

 

 

医 

師 

数 

 

  

 

 

看 

護 

職 

員 

数 

 

  

  （注）厚生労働省の「必要病床数等推計ツール」では、本県の医療需要のピークは平成４７年（２０３５年）頃と

なっていますが、本予測では同年の入院患者数の予測を行っておらず、Ａシナリオにおける入院患者数のピー

クは平成３２年（２０３０年）頃となっています。 
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＜参考：算出方法＞ 

（ア）医療需要及び必要医療資源の推計 

①現状投影シナリオ（Ａシナリオ） 

項目 推  計  方  法 

入院患者数 

 

一般病床及び医療保険適用の療養病床の入院患者を対象としており、推計人口

に受療率（医療機関を受診する割合）を乗じた数に、医療圏別の流出入の割合

を乗じて、１日当たり入院患者数を推計 

病 床 数 推計入院患者数の増減に比例して病床数が変動するとして推計 

医 師 数 推計入院患者数の増減に比例して必要医師数が変動等するとして推計 

※労働負担解消を考慮（時間外労働の縮減）した医師数も合わせて推計 

看護職員数 看護師のほか、准看護師、助産師及び保健師も該当し、推計入院患者数の増減

に比例して必要看護職員数が変動等するとして推計 

※不足感解消を考慮（現在の不足数の解消）した看護職員数も併せて推計 
 

②改革シナリオ（Ｂシナリオ） 

項目 推  計  方  法 

入院患者数 

 

Ａシナリオの１日当たり入院患者数が、平均在院日数の短縮により急性期から

回復期等、回復期から介護施設、在宅等へ移行していくと仮定して算出した数

に、医療圏別の流出入の割合を乗じて、１日当たり入院患者数を推計 

病 床 数 推計入院患者数の増減に比例して病床数が変動するとして推計 

医 師 数 医療資源の集中投入が行われた結果として、急性期、亜急性期、回復期の入院

患者１００人当たりの医師数が増加するとして推計 

※労働負担解消を考慮（時間外労働の縮減）した医師数も併せて推計 

看護職員数 医療資源の集中投入が行われた結果として、急性期、亜急性期、回復期の入院

患者１００人当たりの看護職員数が増加するとして推計 

※不足感解消を考慮（現在の不足数の解消）した看護職員数も併せて推計 
 

（イ）医療従事者供給推計 

①供給医師数の推計 

   今後見込まれる「新卒医師数」を増加要因とし、その後の就業率及び定年で退職する数を減少要

因として推計。 

＜新卒医師数は、以下の２パターンで推計＞ 

推計パターン① 

（低位推計） 

過去５年間（平成１７年～平成２１年）の実績を参考に、毎年２８人と

する。 

推計パターン② 

（高位推計） 

マッチング率が向上した平成２２年の実績を参考に、毎年４４人とする。 

   

②供給看護職員の推計 

   今後見込まれる「新卒看護職員数」と「再就業者数」を増加要因とし、一定割合で発生する退職

者数を減少要因として推計。 

※新卒看護職員数は県内看護学校卒業者の県内就業者及び県外看護学校卒業者の県内就業者の合計数。 

＜県外看護学校卒業者の県内就業者は、以下の２パターンで推計＞ 

推計パターン① 

（低位推計） 

過去４年間（平成１８年～平成２１年）の実績を参考に、基準を９２人と

し、１８歳人口の推移により変動する。 

推計パターン② 

（高位推計） 

平成２１年の県外看護学校進学者に対する貸付増加割合を参考に、基準を

１３８人とし、１８歳人口の推移により変動する。 
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〔取扱い上の注意〕 

これらの推計は一定の前提条件を仮定したものであり、例えば平均在院日数の短縮や医療資源の重

点投入などは医療費や医療制度の仕組みといった国政レベルでの議論が必要な事柄で必ずこうなる

というものではありません。現実の事象においては少しの前提条件の変化が結果に大きな変化をもた

らすことも大いにあり得るため、本予測を使用するに当たってはその点に十分な配慮が必要です。 

なお、本予測を作成してから数年が経過していますが、予測内容の現在の進行状況を最近の公表デ

ータで検証してみると以下のとおりであり、いずれの区分もＡシナリオの予測と大きな乖離は無く、

現状は一定程度このシナリオに沿って進行しているものと判断されます。 

区 分 ２０１５年の予測 

（Ａシナリオ） 

現在の進行状況 備考（左の数値の時点及び出典） 

入院患者数 ５，９６３人／日 ５，４３６人／日 平成２６年（厚生労働省「病院報告」） 

病床数 ６，８８１床 ７，１５２床 平成２８年４月１日現在（鳥取県医療

政策課調べ） 

医師数 最大の供給数 

１，８４４人 

最小の供給数 

１，７４０人 

１，７８５人 平成２６年１２月３１日現在（厚生労

働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

看護職員数 最大の供給数 

９，１６６人 

最小の供給数 

８，９７４人 

９，１８６人 平成２６年１２月３１日現在（厚生労

働省「衛生行政報告例」） 

ただし、医師数については、現在の人数が予測のＡシナリオの最小の供給数に近い上、病院勤務医

の不足数も近年増加傾向にあります（注１）。看護職員についても、現在の人数が予測の最大供給数を既

に上回っているものの未だ不足感は解消できず（注２）、引き続き、医師、看護職員の確保に努めていく

必要があります。 

（注１）県内病院の勤務医師数（常勤換算後）の不足状況の推移（鳥取県医療政策課調べ） 

平成２６年：１６１．７人、平成２７年：２０８．５人、平成２８年：２２１．７人（各年１月１日現在） 

（注２）県内病院の看護職員の不足数：１９７人（平成２７年６月１日現在）（鳥取県医療政策課調べ） 

 

（３）地域医療構想との関係 

○地域医療構想に掲載する「将来の病床数の必要量」は医療法等に基づき算出することから、本予

測による将来の医療資源の数値は、本県の地域医療構想の「病床数の必要量」（目標値）となる

ものではありません。 

○ただし、本予測のＡシナリオでは、推計時点（平成２２年（２０１０年））の医療提供状況をベ

ースとして将来の人口構成を基に推計すると平成４２年（２０３０年）頃まで医療需要（入院患

者数）は増加し続け、必要病床数も医療法等に基づく医療機能の区分とは異なるものの、一般・

療養病床数は平成３７年（２０２５年）には７，０００床余りが必要と予測しています。 

○一方、医療法等に基づき「必要病床数等推計ツール」で推計された平成３７年（２０２５年）の

「将来の病床数の必要量（５，８９６床）」は、前述したとおり、慢性期の入院患者等の一定割

合を在宅等で対応することとして算定されており、本予測では平成３７年（２０２５年）の病床

数を６，０００床余りとするＢシナリオに近いものと考えられますが、将来本当に必要となる病

床数を正確に推計することは困難です。 

○以上のことを踏まえ、本県の地域医療構想の推進のための取組は、構想に掲載する将来の病床数

の達成を絶対視するのではなく、「必要な医療を適切な場所で提供できる体制の整備」と「希望

すれば在宅で療養できる地域づくり」を目指し、本県の実情に合った効率的かつ質の高い医療提

供体制の構築に向けて進めていきます。 


